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  膝蓋骨脱臼は、大腿骨滑車溝から膝蓋骨が内方もしくは外方へと変位する疾

患であり、犬の後肢の跛行を引き起こす最も多い原因疾患のひとつとされてい

る（Schulz, 2019; Perry & Déjardin, 2021）。犬の膝蓋骨内方脱臼は、外方脱臼と比

較して発生率が高く、特に小型犬では膝蓋骨脱臼の症例の約 95%を内方脱臼が

占める（Hayes, et al., 1994; Bosio, et al., 2017）。また、犬の膝蓋骨内方脱臼は、半

数以上の症例で両側性に発生することが知られている（Hayes, et al., 1994; Arthurs 

& Langley-Hobbs, 2007）。犬の膝蓋骨内方脱臼の発生における性差は、雌で発生

率が若干高いとする報告も存在するが、多くの報告ではその発生に性差は認め

られていない（Alam, et al., 2007; Arthurs & Langley-Hobbs, 2007; 2012; Bosio, et al., 

2017）。膝蓋骨内方脱臼の好発犬種としては、報告や地域などにより若干の差異

が認められるものの、トイ・プードル、チワワ、ポメラニアン、ヨークシャー・

テリアなどが挙げられる（Hayes, et al., 1994; Alam, et al., 2005; Soontornvipart, et 

al., 2013; Žilinčík, et al., 2018）。また、膝蓋骨内方脱臼の症例の多くは、外傷歴が

なく、1歳齢以下の成長期に既に発生していることから、先天性の要因が指摘さ

れている（Piermattei, et al., 2006）。そのため、近年では膝蓋骨内方脱臼の発生に

おける遺伝的背景を調査した研究も行われ始めている（Lavrijsen, et al., 2013; 

Soontornvipart, et al., 2013; Nilsson, et al., 2018; Maeda, et al., 2019）。 

犬の膝蓋骨内方脱臼は、その重症度により後肢の骨に様々な形態異常が生じ
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る。重度な膝蓋骨内方脱臼に罹患した犬では、大腿骨遠位部の内反変形と外方捻

転、滑車溝の低形成、脛骨近位部の内旋変形、脛骨粗面の内方変位といった有意

な骨形態の異常が生じることが知られている（Swiderski, et al., 2007; Yasukawa, et 

al., 2016; Phetkaew, et al., 2018; Schulz, 2019）。一方、犬の膝蓋骨内方脱臼の軽症

例では、そのような有意な骨変形は生じていないことが報告されている

（Yasukawa, et al., 2016）。しかし、実際の臨床現場においては、骨変形を伴わな

い軽度な膝蓋骨内方脱臼の症例であっても、「O脚」と呼ばれる特徴的な姿勢異

常を呈する症例に遭遇することが多い。そのような背景があるにも関わらず、犬

の膝蓋骨内方脱臼の病態に関する研究は、骨形態に関するものが中心となって

おり、現在のところ立位姿勢を客観的に評価した報告は存在しない。 

犬の膝蓋骨内方脱臼では、歩行異常が全く認められないものから、完全に患肢

を挙上するものまで様々な臨床徴候が認められる。小型犬においては、膝蓋骨内

方脱臼が身体検査や X 線検査で偶発的に診断される症例も少なくない。最も多

い臨床徴候は、間欠的な患肢の跛行であり、重度な症例ではクラウチングウォー

クと呼ばれる後肢を屈曲して腰を落とした特徴的な歩行を認めることもある

（Piermattei, et al., 2006）。これらの臨床徴候は、膝蓋骨の脱臼による関節包への

機械的な刺激に起因する疼痛、関節軟骨の摩耗や損傷、そして膝蓋骨の変位に伴

う膝関節の伸展機能障害によって生じると考えられている。しかし、膝蓋骨の変
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位が患肢への荷重や関節運動へ及ぼす影響を客観的に調査した報告は見当たら

ない。 

犬の膝蓋骨内方脱臼の原因として、大腿骨や脛骨の変形に起因して生じると

いう説と（Hulse, 1981）、大腿四頭筋群の構成筋である内側広筋による過度な牽

引に起因して生じるという説が存在するが（Nagaoka, et al., 1995）、現在までに

真の原因は明らかとなっていない。しかし、これまでの膝蓋骨内方脱臼の病態に

関する検討は骨形態を対象としたものが多く、筋肉の異常に焦点を当てた詳細

な検討は行われていない。そのため、膝蓋骨内方脱臼の罹患筋で生じている変化

を捉えることで、病態の一部を解明できる可能性が高い。 

 そこで、本研究では、膝蓋骨内方脱臼に罹患した犬において、自然立位 CT

撮影という新たな手法を用いて後肢の骨形態と立位姿勢を客観的に評価した。

次いで、膝蓋骨の変位が、犬の歩行動作中の荷重および関節運動に与える影響を

床反力計と動作分析装置を用いて調査した。さらに、膝蓋骨内方脱臼の症例の罹

患筋において電気生理学的検査と病理組織学的検査を行って病態機序の一端を

解析するとともに、それらの異常が姿勢と歩行に及ぼす影響を検討した。 
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第一章 

 

自然立位 CT撮影を用いた骨形態と姿勢の評価 
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1.1. 緒言 

 膝蓋骨内方脱臼は、その重症度によって大腿骨および脛骨に様々な変形を呈

することが知られている（Hulse, 1981; Piermattei, et al., 2006）。一般的に、膝蓋骨

内方脱臼における骨形態の評価には X 線撮影が用いられているが、近年ではよ

り詳細に骨形態を把握するために三次元コンピューター断層撮影（3D-Computed 

tomography : CT）が用いられるようになってきている（Towle, et al., 2005; Newman, 

et al., 2017; Žilinčík, et al., 2018; Phetkaew, et al., 2018）。3D-CT を用いた過去の報

告によると、グレード 4 の膝蓋骨内方脱臼に罹患した犬では、大腿骨遠位部の

内反変形、脛骨近位部の内旋変形、脛骨粗面の内方変位、膝蓋骨の低形成といっ

た複数の有意な骨変形が生じていたことが示されている。それに対して、グレー

ド 2 の膝蓋骨内方脱臼に罹患した犬では有意な骨変形が生じていなかったこと

も明らかになっている（Yasukawa, et al., 2016）。一方、実際の臨床現場では、明

らかな骨変形を伴わない軽症例であっても、内反膝を含む、後肢の異常な立位姿

勢を呈する症例に遭遇することは少なくない。しかし、現在のところ、膝蓋骨内

方脱臼が犬の立位姿勢へ及ぼす影響について調査した報告はほとんどなく、そ

れらの関係性は明らかとなっていない。 

 ヒト医療においては、X 線検査にて全下肢立位正面撮影を行うことにより、股

関節から足底部にかけての下肢全体の姿勢の評価が行われている（Sabharwal, et 
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al., 2008; Colebatch, et al., 2009）。一方、犬においては、体幹部との位置関係によ

り、立位による後肢全体の撮影が困難なため、通常の X 線検査では後肢の立位

姿勢を評価することができない。過去に、犬の前肢で立位 X 線撮影を行った報

告が 1 つあるが、この報告では肘関節と手根関節のみしか評価しておらず、前

肢全体の姿勢の評価は行われていなかった（Goodrich, et al., 2014）。このように、

筆者が知る限り、現在までに、犬の後肢の立位姿勢を画像検査で客観的に評価し

た報告は存在しない。 

 近年では、ヒト医療において、荷重下での関節配列の評価の重要性が認識され

ており（Zahn, et al., 2019）、より詳細かつ三次元的に評価できる手法として荷重

CT 撮影の活用が広まってきている（Micicoi, et al., 2020）。一方、犬において、

荷重をかけた状態で CT 撮影を実施した報告は未だ存在しない。しかし、近年の

CT 撮影装置の革新的な技術の進歩により CT の撮影時間は大幅に短縮し、鎮静

薬や麻酔薬を用いずに、自然に起立させた状態で CT 撮影を行うことができるよ

うになった。このような CT 撮影装置を使用することで、起立している犬の荷重

時の姿勢を三次元的に評価できる可能性が高い。 

そこで、本章では、自然立位 CT 撮影という新たな手法を用いて、膝蓋骨内方

脱臼で生じる後肢の骨形態と立位姿勢を客観的に評価した。 
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1.2. 材料および方法 

1.2.1. 評価対象 

 本検討は、2019 年 4月から 2021 年 7月までに日本大学動物病院整形外科を受

診し、整形外科学的検査により、Singleton のグレード分類（表 1-1）に基づき

（Singleton, 1969）、グレード 2 の膝蓋骨内方脱臼（MPL-G2群）またはグレード 

4 の膝蓋骨内方脱臼（MPL-G4群）と診断した小型犬を対象に検討を行った。本

検討では、患肢を含めた全ての肢を着肢して起立できる症例のみを用いた。ま

た、膝蓋骨内方脱臼以外の整形外科疾患に罹患している症例は、本検討から除外

した。一方で、四肢に整形外科疾患のない小型犬を対照として用いた（対照群）。 

 医療記録を参考に、対象犬の年齢、性別、体重、ボディーコンディションスコ

ア（BCS：表 1-2）（Usui, et al., 2016）、跛行スコア（表 1-3）（Schulz, 2019）を記

録した。本検討は、日本大学動物病院倫理審査委員会の承認を得て実施した

（ANMEC-3-007）。 

 

1.2.2. 自然立位 CT の撮影方法 

 自然立位 CT 撮影は、320 列エリアディテクターCT（Aquilion OneTM, キャノ

ンメディカルシステムズ, 大田原, 栃木）を用いて行った。本検討で用いた CT

撮影装置は、犬の全身を高速かつ低被曝線量で撮影することが可能な最新鋭の

装置である。まずは、対象犬を透明なアクリルケースの中に入れ、保定具を使用
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せずに、自然な立位姿勢を維持した状態で撮影を実施した。その際には、鎮静薬

もしくは麻酔薬を用いずに全ての撮影を行った（図 1-1）。 

 MPL-G2群においては、膝蓋骨が整復された状態（G2-NL群）と、膝蓋骨が脱

臼した状態（G2-L群）の 2 通りの状態で CT 撮影を実施した。G2-NL群と G2-

L群の CT 撮影を行う際には、膝蓋骨の人為的な脱臼や整復は行わず、起立位と

座位を繰り返すことにより自発的に膝蓋骨を変位させ、触診では膝蓋骨の位置

の確認のみを行った。これにより、膝蓋骨を強制的に変位させることによる人為

的な姿勢の変化を排除した。さらに、対象犬が四肢を着肢して起立していること

を確認してから、CT 撮影を実施した。 

CT 撮影は、管電圧: 120 kV、管電流：50〜350 mA（範囲内で自動調整）、スキ

ャン速度：0.3〜0.5秒、スキャン範囲：0.5 mm×80 列、有効視野：最大 500×500 

mm、スライス厚：0.5 mm、再構成区間：0.5 mm の条件で撮影を行った。MPL-

G2群と MPL-G4群においては、過剰な被曝を避けるために後半身のみの CT 撮

影を行った。最後に、撮影した画像データを画像解析ソフト（AZE Virtual Place 

advance, AZE , 東京）にて三次元再構築し、後述する各項目の計測を行った。 

 

1.2.3. 測定用 CT 画像の作製方法 

 最初に、再構成した三次元 CT 画像を用いて、過去に報告された手法で、大腿



 
 

 10 

骨の正面像、脛骨の正面像および側面像を作製した（Yasukawa, et al., 2016）。 

次いで、三次元再構成した CT 画像を用いて、骨盤の側面像、背側面像、尾側

面像を作製した。骨盤の腸骨翼の背側頂点と坐骨結節を結ぶ線を骨盤基準線と

して、左右の骨盤基準線が重なる像を骨盤の側面像と定義した（図 1-2 A）。骨盤

の側面像を腹側方向に 90°回転させた像を背側面像と定義した（図 1-2 B）。骨盤

の側面像を頭側方向に 90°回転させた像を骨盤の尾側面像と定義した（図 1-2 C）。 

  さらに、後肢全体の姿勢を評価する目的で、後肢の側面像と背側面像を作製し

た。本検討では、腸骨の最頭側縁が重なる位置で真横から観察した像を後肢の側

面像と定義した（図 1-3 A）。起立している面と平行に背面から観察した像を、後

肢の背側面像と定義した（図 1-3 B）。次いで、起立している面と平行な面で各関

節の領域を横断する像を作製し、それを膝関節と足根関節の横断面像と定義し

た（図 1-3 C, D）。 

  最後に、大腿骨と脛骨の配列を評価する目的で、脛骨近位部および脛骨遠位部

の正面像を作製した。まず、脛骨の外側顆と内側顆の尾側縁が重なる像を作製

し、それを脛骨の側面像と定義した。次いで、脛骨高平部に対し垂直な軸を中心

に正面方向へ 90°回転させた像を、脛骨近位部の正面像と定義した（図 1-4 A）。

脛骨の内果と腓骨の外果を結んだ直線に対して垂直方向から観察した像を脛骨

遠位部の正面像と定義した（図 1-4 B）。 
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1.2.4. 大腿骨および脛骨の形態の評価 

 過去の報告と同じ手法を用いて（Yasukawa, et al., 2016）、大腿骨と脛骨の形態

の評価を行った。大腿骨においては、大腿骨近位部の変形を評価する目的で、解

剖的外側近位大腿骨角（anatomical lateral proximal femoral angle ; aLPFA）と頚体

角（inclination of the femoral head angle ; IFA）を、大腿骨遠位部の変形を評価す

る目的で、解剖的外側遠位大腿骨角（anatomical lateral distal femoral angle ; aLDFA）

と内反角（femoral varus angle ; FVA）を、大腿骨の正面像にて測定した（図 1-5 

A）。脛骨においては、外反変形を評価する目的で、機能的内側近位脛骨角

（mechanical medial proximal tibial angle; mMPTA） と機能的内側遠位脛骨角

（mechanical medial distal tibial angle ; mMDTA）を、脛骨の正面像にて測定した

（図 1-5 B）。さらに、脛骨の前屈変形を評価する目的で、機能的頭側近位脛骨

角（mechanical cranial proximal tibial angle ; mCrPTA）と、機能的頭側遠位脛骨角

（mechanical cranial distal tibial angle ; mCrDTA）を、脛骨の側面像にて測定した

（図 1-5 C）。これらの測定値は、対照群、MPL-G2群、MPL-G4群の 3群間で比

較を行った。 

 

1.2.5. 後肢の立位姿勢の評価 
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 最初に、後肢全体の立位姿勢を評価する目的で、過去に犬で報告された方法と

同じ手法を用い、後肢の側面像にて、股関節、膝関節、足根関節の各関節角を測

定した（図 1- 6）（Jaeger, et al., 2002）。 

 股関節の外旋および外転の程度を評価する目的で、大腿骨外旋角と大腿骨外

転角を測定した。大腿骨外旋角は、骨盤の背側面像にて、仙骨棘突起の頂点と恥

骨結合を結んだ線（骨盤正中線）と大腿骨頚軸のなす角として測定した（図 1-7 

A）。次いで、骨盤の尾側面像を用いて、左右両側の大腿骨頭の中心を結ぶ直線

と大腿骨近位解剖軸のなす角を大腿骨外転角として測定した（図 1-7 B）。 

 膝関節と足根関節の回旋の程度を評価する目的で、脛骨回旋角および中足骨

回旋角を測定した。膝関節の横断面像にて、大腿骨の外側顆と内側顆の尾側縁を

結んだ線と、脛骨の外側顆と内側顆の尾側縁を結んだ線のなす角を、脛骨回旋角

として測定した（図 1-8 A）。次いで、足根関節の横断面像にて、脛骨の内果と

腓骨の外果を結ぶ直線に直交する直線と第 3 中足骨と第 4 中足骨の中間線（足

底基準線）のなす角を、中足骨回旋角として測定した（図 1-8 B）。 

 自然立位における後肢全体の回旋を評価する目的で、骨盤軸に対する肢端の

回旋角を測定した。後肢の背側面像にて、骨盤正中線に平行な線と足底基準線の

なす角を肢端回旋角として測定した（図 1-8 C）。また、対象となる犬の肢端が内

方へ向く Toe-in 姿勢、もしくは肢端が外方へ向く Toe-out 姿勢のいずれで起立し
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ているのかも同時に評価した。 

 最後に、内反膝または外反膝の程度を評価する目的で、脛骨遠位部の正面像に

おいて、大腿骨近位解剖軸と、大腿骨頭中心と脛骨遠位の外果および内果の中間

点を結んだ線（後肢機能軸）のなす角を（Paley, 2003）、大腿骨軸と後肢機能軸の

なす角として測定した（図 1-9 A）。次いで、脛骨近位部の正面像にて、大腿骨遠

位関節面と脛骨近位関節面のなす角を、膝関節外方開角として測定した（図 1-9 

B）（Paley, 2003; Miccoi, et al., 2020）。 

 後肢の立位姿勢に関する各測定項目は、対照群、G2-NL群、G2-L群、MPL-G4

群の 4群間で比較を行った。 

 

1.2.6. 統計解析 

 本検討における測定結果は、中央値および範囲で示した。統計学的解析には、

データ解析ソフト（GraphPad Prism version 6.0 for Macintosh, GraphPad Software 

Inc., San Diego, California, U.S.A.）を使用した。各群間の比較には Kruskal-Wallis

検定を、事後比較として Dunn の多重比較検定を使用した。本検討では、p<0.05

をもって有意差ありと判定した。 
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表 1-1 Singleton のグレード分類（Singleton, 1969） 

 
  

表 1 Singleton
のグレード
分類

重症度 触診所見

グレード1
膝蓋骨を用手にて脱臼させることが可能であるが、手

を離せば正常位に整復される

グレード2
膝関節の屈伸に伴って膝蓋骨が容易に脱臼し、自然に

正常位に整復される

グレード3
膝蓋骨は常時脱臼したままであるが、用手で整復する

ことが可能である

グレード4
膝蓋骨は常時脱臼したままで、用手での整復も不可能

である
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表 1-2 BCS の分類方法（Usui, et al., 2016） 

 
  

BCS 触診所見

1 肋骨は脂肪に覆われておらず、目で見てはっきりと肋骨が分かる

骨の突起も視認可能で、脂肪は認められない

2 肋骨はごく薄い脂肪に覆われ、触れなくても目で見て肋骨の存在が視

認可能である

3 薄い脂肪に覆われ、肋骨に容易に触知することが可能である

骨の突起もわずかに脂肪で覆われている

4 脂肪が厚く、肋骨や比較的骨張った部分の骨に触れるのが難しい

5 肋骨は厚い脂肪に覆われ、触ることが困難である

骨張った部分も中程度から厚めの脂肪に覆われている
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表 1-3 跛行スコアの分類方法（Schulz, 2019） 

 
  

跛行スコア 歩行の状態

0 臨床徴候が認められない正常な歩行

1 軽度またはわずかな負重性跛行

2 歩幅の減少を伴わない中等度の負重性跛行

3 歩幅の減少を伴う中等度の負重性跛行

4 着肢は可能であるが負重のない重度な跛行

5 患肢の完全挙上
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図 1-1 自然立位 CT の撮影方法と三次元再構成画像 

A） 鎮静薬、鎮静剤、保定具を使用せずに、対象犬をアクリルケース内

で自然な状態で起立させ、CT 撮影を実施した。 
B） CT 撮影後に三次元再構成した犬の全身の自然立位 CT 画像 
 

A

B
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図 1-2 骨盤の側面像、背側面像、尾側面像の作製方法 
A） 側面像：腸骨翼の背側頂点（左側赤点）と坐骨結節（右側赤点）を結んだ

線を骨盤基準線とし、左右の骨盤基準線が重なる像を骨盤の側面像と定義

した。 
B） 背側面像：A で作製した骨盤の側面像を、腹側方向に 90°回転した像を骨盤

の背側面像と定義した。 
C） 尾側面像：A で作製した骨盤の側面像を、頭側方向に 90°回転したものを骨

盤の尾側面像と定義した。 

A B

C

90°

90°
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図 1-3 後肢の側面像と背側面像、膝関節および足根関節の横断面像の作製方法 

A） 後肢の側面像：腸骨の最頭側縁（緑線）が重なる像を後肢の側面像

と定義した。 
B） 後肢の背側面像：A で作製した後肢の側面像を、起立面に対し平行

に背側からみた（目印と赤矢印）像を後肢の背側面像と定義した。 
C） 膝関節の横断面像：A で作製した後肢の側面像において、膝関節領

域（黒点線枠）内で、起立面に対し平行な面で横断した像を膝関節

の横断面像と定義した。 
D） 足根関節の横断面像：A で作製した後肢の側面像において、足根関

節領域（黒点線枠）内で、起立面に対し平行な面で横断した像を足

根関節の横断面像と定義した。 

A B

C

D
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図 1-4 脛骨近位部および脛骨遠位部の正面像の作製方法 

A） 脛骨近位部の正面像：脛骨の内側顆および外側顆の最尾側縁（赤

点）が重なる像を脛骨の側面像とした。さらに、脛骨高平部（黒

線）と垂直な軸（黒点線）を中心に 90°回転させたものを脛骨近位

部の正面像と定義した。 
B） 脛骨遠位部の正面像：脛骨の内果と腓骨の外果（赤点）を結んだ直

線（赤線）に対し、垂直方向からみた像を脛骨遠位部の正面像と定

義した。 

A B

90°
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図 1-5 大腿骨および脛骨における形態に関する各測定項目 

A） 大腿骨の正面像にて、aLPFA、aLDFA、IFA 、FVA を測定した。 
B） 脛骨の正面像にて、mMPTA と mMDTA を測定した。 
C） 脛骨の側面像にて、mCrPTA と mCrDTA を測定した。 

 
  

A B C

aLPFA

aLDFA

IFA

FVA

mMPTA mCrPTA

mMDTA mCrDTA
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図 1-6 後肢の各関節角の測定方法 

Jaeger らの報告を参考に、後肢の側面像にて、股関節角（a）、膝関

節角（b）、足根関節角（c）を測定した（Jaeger, et al., 2002）。 
  

a

b

c
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図 1-7 大腿骨外旋角および大腿骨外転角の測定方法 

A） 大腿骨外旋角：骨盤の背側面像にて、仙骨棘突起の頂点（最上部赤

点）と恥骨結合（下部赤 2点）を結んだ線を骨盤正中線（水色線）

とし、大腿骨頚軸（黒線）となす角を大腿骨外旋角として測定し

た。 
B） 大腿骨外転角：骨盤の尾側面像にて、左右の大腿骨頭中心を結んだ

線と、大腿骨近位解剖軸のなす角を大腿骨外転角として測定した。 
 

  

A B
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図 1-8 脛骨回旋角、中足骨回旋角、肢端回旋角の測定方法 

A） 脛骨回旋角：膝関節の横断面像にて、大腿骨内側顆と外側顆の尾側

縁（赤点）を通過する線（黒線）と、脛骨の内側顆と外側顆の尾側

縁（赤点）を通過する線（黒線）のなす角を、脛骨回旋角として測

定した。 
B） 中足骨回旋角：足根関節の横断面像にて、脛骨の内果と腓骨の外果

（赤点）を通過する直線（黒線）に直行する線（黒点線）と、第 3
中足骨と第 4中足骨の中間線（足底基準線：赤線）がなす角を、中

足骨回旋角として測定した。 
C） 肢端回旋角：後肢の背側面像にて、骨盤正中線（水色点線）に平行

な線（水色線）と足底基準線（赤線）のなす角を、肢端回旋角とし

て測定した。  

A B

C



 
 

 25 

 
 
 
 

 
 
図 1-9 大腿骨軸と後肢機能軸のなす角および膝関節外方開角の測定方法 

A） 大腿骨軸と後肢機能軸のなす角：脛骨遠位部の正面像にて、大腿骨

近位解剖軸（黒線）と、大腿骨頭中心（上部赤点）と脛骨内果と外

果の中間点（下部赤点）を通過する直線（後肢機能軸：赤線）がな

す角を測定した。 
B） 膝関節外方開角：脛骨近位部の正面像にて、大腿骨遠位関節基準線

（上部赤線）と脛骨近位関節基準線（下部赤線）のなす角を、膝関

節外方開角として測定した。 
  

A B
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1.3. 結果 

1.3.1. 評価対象 

  本検討では、16頭の小型犬の合計 25 肢が採用基準に合致した。MPL-G2群の

診断基準に合致した犬は 6頭であり、合計 7 肢が該当した。犬種は、トイ・プー

ドルが 5 頭、チワワが 1 頭であった。性別は、去勢雄が 1 頭、不妊雌が 5 頭で

あった。年齢は、1〜8 歳齢の範囲であり、中央値は 3 歳齢であった。体重は、

2.0〜5.3kg の範囲であり、中央値は 3.0kg であった。BCS は、2/5 が 1頭、3/5 が

3頭、4/5 が 2頭であった。跛行スコアは、1/5 が 3頭、2/5 が 1頭、4/5 が 2頭で

あった。 

MPL-G4群の診断基準に合致した犬は 7頭であり、合計 12 肢が該当した。犬

種は、トイ・プードル、チワワ、雑種が各 2頭、柴犬が 1頭であった。年齢は、

10 ヵ月〜9 歳齢の範囲であり、中央値は 1 歳齢であった。性別は、去勢雄が 2

頭、雌が 2頭、不妊雌が 3頭であった。体重は、1.9〜3.7kg の範囲であり、中央

値は 2.3kg であった。BCS は、2/5 が 2頭、3/5 が 3頭、4/5 が 2頭であった。跛

行スコアは、2/5 が 1頭、3/5 が 3頭、4/5 が 3頭であった。 

対照群の採用基準に合致した犬は 3頭であり、合計 6 肢が該当した。犬種は、

全てトイ・プードルであった。年齢は、10〜13歳齢の範囲であり、中央値は 11

歳齢であった。性別は、全頭が不妊雌であった。体重は、2.0〜2.5kg の範囲であ
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り、中央値は 2.3kg であった。BCS は、3/5 が 1頭、4/5 が 2頭であった。跛行ス

コアは、全ての犬が 0/5 であった。 

 各群間を比較したところ、MPL-G4群の年齢が、対照群と比較して有意に低か

った。また、MPL-G4群の跛行スコアは、他群と比較して有意に高いスコアを示

していた。MPL-G2群と対照群の間には、年齢、性別、体重、BCS、跛行スコア

に有意差は認められなかった。 

 

1.3.2. 大腿骨および脛骨の形態の評価 

 大腿骨の形態の比較では、いずれの項目においても、対照群と MPL-G2 群の

間に有意差は認められなかった。一方、MPL-G4群おいては、aLDFA と FVA が

対照群と比較して有意に高い値を示していた。また、MPL-G4 群では、FVA が

MPL-G2群と比較して有意に高い値であった（表 1-4）。 

脛骨の形態の比較においても、全ての項目で対照群と MPL-G2 群の間に有意

差は認められなかった。一方、MPL-G4群においては、mMPTA と mMDTA が他

群と比較して有意に低い値を示した（表 1-5）。 

 

1.3.3. 後肢の立位姿勢の評価 

 自然立位において各関節角を比較したところ、G2-L 群と MPL-G4 群の股関
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節角は、対照群と比較して有意に拡大していた（表 1-6）。膝関節角は、G2-NL

群と比較して MPL-G4群で有意に小さい値を示していた（表 1-6）。また、足根

関節は、対照群と比較して MPL-G4群で有意に拡大していた（表 1-6）。 

 大腿骨外旋角は、MPL-G4群において、対照群と G2-NL群と比較して有意に

拡大していた（表 1-6）。大腿骨外転角は、対照群と比較して MPL-G4群で有意

に拡大していた（表 1-6）。 

 脛骨回旋角は、G2-L 群と MPL-G4 群において、その他の群と比較して有意

に拡大していた（表 1-6）。さらに、中足骨回旋角は、対照群と比較して、MPL-

G4群で有意に拡大していた（表 1-6）。 

 肢端回旋角は、対照群と比較して、G2-L群で有意に低い値を示していた。ま

た、MPL-G4 群においては、対照群と G2-NL 群に対して有意に低い値を示して

いた。本検討では、対照群と G2-NL 群では肢端が外方へ向く Toe-out 姿勢を呈

していたのに対し、G2-L群と MPL-G4群では肢端が内方へ向く Toe-in 姿勢で起

立していることが明らかとなった（図 1-10）（表 1-6）。 

 内反膝の指標となる大腿骨軸と後肢機能軸のなす角は、対照群と比較して、

G2-L群で有意に拡大していた。また、MPL-G4群においては、対照群と G2-NL

群と比較して、大腿骨軸と後肢機能軸のなす角が有意に拡大していた（図 1-11）

（表 1-6）。膝関節外方開角においても同様に、G2-L群では対照群より有意に拡
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大しており、MPL-G4 群では対照群と G2-NL 群と比較して有意に拡大していた

（表 1-6）。 
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表 1-4 大腿骨の形態についての各項目の測定結果 

 

 
 
a, b, c :上付き小文字が付いている測定値は、各群間で統計学的に有意差があっ

たこと示す（p < 0.05）（a; vs. 対照群、 b; vs. MPL-G2群、 c; vs. MPL-G4群）。 
 
  

対照群 MPL-G2群 MPL-G4群

中央値（範囲） 中央値（範囲） 中央値（範囲）

aLPFA 112.3 (110.7 - 115.3) 114.4 (112.4 - 115.7) 115.7 (108.5 - 123.0)

IFA 118.9 (118.1 - 120.2) 121.9 (118.3 - 128.2) 121.6 (115.8 - 132.3)

aLDFA 90.3 (88.9 - 91.7)c 91.2 (90.5 - 92.8) 99.2 (95.5 - 105.8)a

FVA 0.7 (-1.1 - 1.7)c 1.2 (-0.5 - 2.8)c 9.3 (5.5 - 15.8)a, b

対照群 MPL-G2群 MPL-G4群

中央値（範囲） 中央値（範囲） 中央値（範囲）

mMPTA 84.9 (82.9 - 86.1)c 83.7 (79.2 - 86.2)c 82.2 (77.1 - 83.8)a, b

mMDTA 85.0 (82.3 - 87.7)c 86.2 (83.4 - 89.8)c 83.1 (80.9 - 86.2)a, b

mMrPTA 109.5 (108.9 - 116.8) 112.1 (109.5 - 117.0) 112.7 (110.4 - 118.8)

mCrDTA 99.5 (94.8 - 102.1) 101.9 (97.9 - 103.4) 98.3  (95.7 - 102.9)
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表 1-5 脛骨の形態についての各項目の測定結果 
 

 
 
a, b, c :上付き小文字が付いている測定値は、各群間で統計学的に有意差があっ

たこと示す（p < 0.05）（a; vs. 対照群、 b; vs. MPL-G2群、 c; vs. MPL-G4群）。 
  

対照群 MPL-G2群 MPL-G4群

中央値（範囲） 中央値（範囲） 中央値（範囲）

aLPFA 112.3 (110.7 - 115.3) 114.4 (112.4 - 115.7) 115.7 (108.5 - 123.0)

IFA 118.9 (118.1 - 120.2) 121.9 (118.3 - 128.2) 121.6 (115.8 - 132.3)

aLDFA 90.3 (88.9 - 91.7)c 91.2 (90.5 - 92.8) 99.2 (95.5 - 105.8)a

FVA 0.7 (-1.1 - 1.7)c 1.2 (-0.5 - 2.8)c 9.3 (5.5 - 15.8)a, b

対照群 MPL-G2群 MPL-G4群

中央値（範囲） 中央値（範囲） 中央値（範囲）

mMPTA 84.9 (82.9 - 86.1)c 83.7 (79.2 - 86.2)c 82.2 (77.1 - 83.8)a, b

mMDTA 85.0 (82.3 - 87.7)c 86.2 (83.4 - 89.8)c 83.1 (80.9 - 86.2)a, b

mMrPTA 109.5 (108.9 - 116.8) 112.1 (109.5 - 117.0) 112.7 (110.4 - 118.8)

mCrDTA 99.5 (94.8 - 102.1) 101.9 (97.9 - 103.4) 98.3  (95.7 - 102.9)
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図 1-10 肢端の方向による後肢の姿勢の比較 
対照群と G2-NL群では肢端が外方へ向く Toe-out 姿勢を呈していたの

に対し、G2-L群と MPL-G4群では肢端が内方へ向く Toe-in 姿勢で起

立していることが明らかとなった。  

対照群 G2-NL群 G2-L群 MPL-G4群対照 G2-LG2-NL G4

Toe-inToe-out Toe-inToe-out
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図 1-11 内反膝の程度の比較 

膝蓋骨内方脱臼が重度になるにつれ、大腿骨軸と後肢機能軸がなす角

が拡大し、内反膝を呈していることが明らかとなった。 
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1.4. 考察 

 本検討では、膝蓋骨内方脱臼に罹患した犬において自然立位 CT 撮影を実施

することにより、骨形態と立位姿勢を三次元かつ客観的に評価することができ

た。大腿骨と脛骨の形態の評価では、過去の報告と同様に（Yasukawa, et al., 2016）、

グレード 2 の膝蓋骨内方脱臼に罹患した犬では有意な骨変形が生じていなかっ

たのに対し、グレード 4 の膝蓋骨内方脱臼に罹患した犬では両骨に様々な骨変

形が生じていた。また、グレード 2 の膝蓋骨内方脱臼に罹患した犬であっても

膝蓋骨が整復されている状態では、対照群と比較して有意な立位姿勢の変化は

認められなかった。一方、グレード 2 の膝蓋骨内方脱臼に罹患した犬で膝蓋骨

が脱臼している状態では、股関節の伸展、大腿骨の外旋、脛骨と肢端の内旋、外

方開角の拡大、内反膝および Toe-in 姿勢を含む有意な立位姿勢の変化を呈して

いた。また、グレード 4 の膝蓋骨内方脱臼に罹患した犬においても、股関節の伸

展、膝関節の屈曲、足根関節の伸展、大腿骨の外旋および外転、脛骨と肢端の内

旋、足根関節の外転、外方開角の拡大、内反膝および Toe-in 姿勢を呈するなど

顕著な立位姿勢の変化が生じていることが明らかとなった。 

 ヒト医療においては、立位荷重下での X 線撮影により下肢の配列を評価する

のが一般的であるが（Sabharwal, et al., 2008; Colebatch, et al., 2009; Zahn, et al., 

2019）、より詳細にかつ三次元で評価するためには立位もしくは荷重下での CT



 
 

 36 

撮影が望ましいとされている（Patel, et al., 2019; Micicoi, et al., 2020）。近年では、

コーンビーム型 CT 撮影装置が登場し、膝関節と足根関節を中心に下肢の荷重

CT に関連した研究が多く報告され始めている（Patel, et al., 2019）。一方、四肢で

起立している動物では、X 線検査にて立位の状態で後肢の撮影を試みても、体幹

部が重なってしまうため、後肢全体の配列を評価することは困難である。そこ

で、本章では、二次元で評価する X 線検査に代わり、後肢の骨形態と立位姿勢

をより正確にかつ三次元で評価できる CT を用いて検討を行った。近年の技術的

な革新により、CT 撮影に要する時間は飛躍的に短縮しており、日本大学動物病

院では、鎮静薬や麻酔薬を用いずに犬の全身のスクリーニング撮影を行う機会

が増えてきている。実際、320 列エリアディテクターCT 撮影装置を使用した場

合に、小型犬の全身撮影に要する時間は 3〜5秒程度である。これにより、薬剤

や保定具を使用せずに、犬が自然に起立した状態で CT 撮影を行うことが可能に

なった。 

 過去の報告では、重度な膝蓋骨内方脱臼に罹患した犬では、骨変形だけでな

く、姿勢異常も生じるとされている（Harasen, 2006; Dona, et al., 2018）。CT を用

いて膝蓋骨内方脱臼の犬の骨形態を評価した研究によると、その重症度に応じ

て大腿骨と脛骨に様々な形態異常が生じることが報告されているが（Yasukawa, 

et al., 2016; Newman, et al., 2017; Phetkaew, et al., 2018）、本検討では、大腿骨と脛
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骨に有意な変形が認められたのは MPL-G4 群のみであり、MPL-G2 群では有意

な骨形態の異常は認められなかった。また、グレード 2 の膝蓋骨内方脱臼に罹

患した症例において膝蓋骨が整復されている状態では、対照犬と同じく立位姿

勢の変化は認められなかった。しかし、本検討においては、骨変形を生じていな

いグレード 2 の膝蓋骨内方脱臼に罹患した症例であっても、膝蓋骨が脱臼する

ことにより立位姿勢に異常が生じることが明らかとなった。これらの結果は、膝

蓋骨の位置が後肢全体の立位姿勢に影響を及ぼしており、グレード 2 の膝蓋骨

内方脱臼に罹患した症例においては、膝蓋骨を整復位に維持することで、後肢の

立位姿勢を正常化できることを示唆していた。本検討では、グレード 4 の膝蓋

骨内方脱臼に罹患した症例では、大腿骨と脛骨に有意な変形が生じているだけ

でなく、グレード 2 の症例と比較してより重度な立位姿勢の異常を呈していた。

グレード 4 の膝蓋骨内方脱臼に罹患した症例では、膝蓋骨が変位することによ

る関節配列への影響のみでなく、有意な骨変形も合併し姿勢異常が重度化する

ことを客観的に示すことができた。 

 本検討において、自然立位での各関節角の変化は MPL-G4 群で顕著であり、

膝関節を屈曲し、股関節と足根関節が伸展した状態で起立していることが明ら

かとなった。それに対し、グレード 2 の膝蓋骨内方脱臼に罹患した犬では膝蓋

骨が脱臼している場合のみ、股関節を伸展して起立していた。重度な膝蓋骨脱臼
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に罹患した犬では、大腿四頭筋群を含む膝関節伸展機構に障害が生じることが

報告されており（Harasen, 2006; Dona, et al., 2018）、本検討で得られた結果も、そ

の影響を反映していた可能性が高い。また、重度な膝蓋骨内方脱臼の症例に認め

られた股関節および足根関節の関節角の拡大は、膝関節角の縮小に伴う脚長の

短縮を代償するために生じた変化であることが推察された。 

  大腿骨外旋角および大腿骨外転角は、MPL-G4 群において、対照群や G2-NL

群と比較して有意に拡大していた。この結果から、重度な膝蓋骨内方脱臼に罹患

した犬では、大腿骨を外旋および外転して起立していることが明らかとなった。

また、G2-L群の大腿骨外旋角も、有意差は認められなかったものの、対照群や

G2-NL 群と比べ大きい傾向が認められた。このように、膝蓋骨が内方に脱臼し

ている症例で大腿骨外旋角の拡大が認められたことから、膝蓋骨の内方への変

位が大腿骨の外旋を引き起こしている可能性が高いことが示唆された。大腿骨

外転角が拡大する傾向は、グレード 4 の膝蓋骨内方脱臼の症例のみで認められ

たため、大腿骨の外転は大腿骨と脛骨の変形に影響を受けた可能性がある。 

 大腿骨に対する脛骨近位部の内旋は、膝蓋骨内方脱臼の重症度に応じて生じ

ることが報告されている（Dona, et al., 2018）。成書には、グレード 2 の症例にお

いては約 30°、グレード 4 の症例では 60〜90°程度、大腿骨に対して脛骨が内旋

すると記載されている（Piermattei, et al., 2006）。本検討においても G2-L群では
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約 30°、MPL-G4 群では約 45°の脛骨近位部の内旋が生じており、X 線検査で評

価が行われた過去の報告と同様の結果が得られた。脛骨近位部の内旋は、膝蓋骨

が内方へ脱臼すると同時に膝蓋靱帯も内方へ変位することにより、膝蓋靱帯の

終止部である脛骨粗面が内方へ牽引されることで生じるとされている。本検討

では、膝蓋骨内方脱臼の重症化に伴い、膝蓋靱帯による脛骨粗面の牽引がより強

くなり、脛骨近位部の内旋がより重度になるという病態を客観的に示すことが

できた。さらに、肢端回旋角は、G2-L群と MPL-G4群において、他群と比較し

て有意に低い値を示していた。これは、脛骨の内旋に伴って、肢端を含む下腿部

全体が内旋することを示していた。また、興味深いことに、MPL-G4群では中足

骨が脛骨に対して外旋して起立する傾向が認められた。これは、膝蓋骨の内方へ

の変位に伴い生じた脛骨の内旋を、足根関節を外旋させることにより代償し、後

肢全体の配列異常の矯正を試みたことによる結果であると推察された。後肢全

体の回旋を評価したところ、正常な犬では肢端が外方へ向く Toe-out の姿勢を呈

していた。一方、膝蓋骨が脱臼している G2-L群と MPL-G4群では、肢端が内旋

する Toe-in の姿勢で起立していることを客観的に示すことができた。 

 本検討では、G2-L群と MPL-G4群において、大腿骨軸と後肢機能軸のなす角

と外方開角が有意に拡大していた。これらの結果から、グレード 4 の膝蓋骨内

方脱臼の症例だけでなく、グレード 2 の膝蓋骨内方脱臼の症例であっても膝蓋
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骨が脱臼している場合には、内反膝で起立していることが明らかとなった。ヒト

医療においては、これら 2 つの角度の拡大は、膝関節の変形性関節症に起因す

る骨変形に伴う内反膝により生じるとされている（Thienpont, et al., 2017; 

Mondanelli, et al., 2017）。本検討では、骨変形を伴う症例だけでなく、有意な骨

変形を伴わない症例であっても、膝蓋骨が内方へ変位するだけで、内反膝の姿勢

を呈していた。したがって、膝蓋骨内方脱臼の症例で認められる内反膝は、骨変

形によって生じるのではなく、膝蓋骨の変位による後肢全体の配列異常に起因

した姿勢異常であることが明らかになった。 

 本検討にはいくつかの限界がある。まず、比較的少数の小型犬のみを対象とし

ていることである。そのため、さらに頭数や犬種を増やし、検討を重ねる必要が

ある。また、本検討で評価した起立姿勢は、「正常立位」ではない可能性がある

ため、本検討では「自然立位」と表現した。本検討では、MPL-G4群を構成する

犬の年齢が有意に低かったが、成長後期以降の症例のみを使用したため、骨格や

姿勢の比較には大きな影響が生じなかったと考えている。さらに、本検討では、

グレード 1 と 3 の症例が含まれていなかった。立位での姿勢異常の程度と膝蓋

骨内方脱臼の重症度を関連付けるためには、グレード 1 と 3 の症例を含めたさ

らなる検証が必要である。 

 本章の結果から、グレード 4 の膝蓋骨内方脱臼に罹患した犬では有意な骨変
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形が認められただけでなく、後肢の有意な姿勢異常も呈していた。また、グレー

ド 2 の膝蓋骨内方脱臼に罹患した犬では、有意な骨変形は生じていなかったが、

膝蓋骨が内方に変位することで姿勢異常を呈することを客観的に示すことがで

きた。このように、自然立位 CT 撮影は膝蓋骨内方脱臼に罹患した症例の立位姿

勢を客観的に評価するのに有用であった。 
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第二章 

 

膝蓋骨の変位が歩行動作中の荷重および関節運動に与える影響 
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2.1. 緒言 

 膝蓋骨内方脱臼に罹患した犬は、様々な臨床徴候を呈することが知られてお

り、全くの無徴候のものから、患肢の完全挙上を呈するものまで、症例により大

きく異なる（Willauer, et al., 1987; Piermattei, et al., 2006; Schulz, 2019）。これらの

臨床徴候は必ずしも脱臼の重症度と関連はなく、同一のグレードであっても個

体により差異が認められる（Alam, et al., 2007）。しかし、一般的には、グレード

の高い症例ほど臨床徴候が重症化する傾向が認められる。膝蓋骨内方脱臼の臨

床徴候は、膝蓋骨の脱臼による関節包への機械的刺激に起因する疼痛、関節軟骨

の摩耗や損傷、そして膝蓋骨の変位に伴う膝関節の伸展機能障害などにより生

じる（Piermattei, et al., 2006）。しかし、これらの病態が歩行へ与える影響につい

て詳細に検討した報告は少なく、罹患肢の運動機能に焦点を当てた研究はほと

んど行われていないのが現状である。 

 現在、犬において、整形外科疾患に起因する歩行異常の程度を評価する目的で

跛行スコアが用いられている（Katayama, et al., 2015; Aulakh, et al., 2020）。これ

までに、複数の跛行スコアの評価方法が報告されているが（Pollmeier, et al., 2006; 

Monk, et al., 2006）、これらは獣医師または飼い主による主観的な評価であるた

め、歩行動作時の患肢への荷重状態や関節運動の客観的な評価は行うことがで

きない。そのため、近年では、犬においても運動機能を客観的かつ多角的に解析
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した研究が報告され始めている（Voss, et al., 2011; Lin, et al., 2020）。獣医学領域

においても、床反力計（フォースプレート）や動作分析装置による歩行の客観的

な評価が行われるようになってきており、四肢の荷重状態や各関節の可動範囲

の測定が可能になってきた（Budsberg, et al., 2018）。床反力計を用いることによ

り、歩行動作時に犬の肢端へかかる垂直方向の力を荷重として客観的に測定で

きるようになった。また、動作分析装置を使用して、歩行動作中の犬の関節軌道

を追跡することにより、関節運動を視覚的にかつ客観的に評価することが可能

となっている。しかし、現在までに、これらの運動機能解析装置を用いた研究は、

前十字靱帯断裂に罹患した犬に関する報告が中心であり（Wustefeld-Janssens, et 

al., 2016; Adrian, et al., 2018; Blackford-Winders, et al., 2021）、膝蓋骨内方脱臼の症

例で評価を行った研究はほとんどないのが現状である。過去に、膝蓋骨内方脱臼

の犬に対して、運動機能解析装置を用いて評価を行った報告が 1 つあるが、治

療前後における患肢の荷重状態の比較のみを行ったものであり、関節運動の解

析は行われていなかった（Blackford-Winders, et al., 2021）。そのため、膝蓋骨の

変位が後肢の歩行機能にもたらす詳細な影響は未だ明らかとなっていない。 

そこで、本検討では、床反力計と動作分析装置を用いて、膝蓋骨内方脱臼に罹

患した犬の歩行動作中における各肢への荷重と関節運動を客観的に解析し、膝

蓋骨が内方へ変位することによる歩行動作への影響を検討した。  
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2.2. 材料および方法 

2.2.1. 評価対象 

 本検討では、2018 年 10月から 2021 年 7月までに日本大学動物病院整形外科

を受診し、整形外科学的検査により、Singleton のグレード分類に基づき（Singleton, 

1969）、グレード 2 の膝蓋骨内方脱臼（MPL-G2群）またはグレード 4 の膝蓋骨

内方脱臼（MPL-G4群）と診断した小型犬を対象に検討を行った。さらに、膝蓋

骨内方脱臼と診断した症例を片側性（片側 MPL 群）と両側性（両側 MPL 群）

に細分類して比較を行った。本検討では、患肢を着肢して歩行できる症例のみを

用いた。また、膝蓋骨内方脱臼以外の整形外科疾患に罹患している症例は本検討

から除外した。一方、四肢に整形外科的疾患のない体重 10kg以下の犬を対照と

して用いた（対照群）。 

 

2.2.2. 歩行動作中の四肢への荷重状態の評価 

 歩行動作中の四肢への荷重状態を評価する目的で、各肢の最大床反力（peak 

vertical force: PVF）、前肢荷重率、四肢の荷重分布の測定を行った。まずは、対象

犬を床に設置した四肢動物用垂直フォースプレート（VFPpro, ヒューテック, 東

京）の上を秒速 0.5〜1.0 m の速度となるように歩行させ、各肢の PVF を 3回ず

つ測定し、体重で除した値の平均値を記録した（図 2-1）。次いで、MPL-G2 群
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または MPL-G4群における患肢の PVF を、対照群の後肢の PVF と比較した。さ

らに、前肢と後肢における荷重の割合を評価する目的で、前肢の平均 PVF を後

肢の平均 PVF で除して前肢荷重率を算出した。前肢荷重率は、対照群、MPL-G2

群、MPL-G4群の 3群間だけでなく、対照群、片側MPL群、両側MPL群の 3群

間でも比較を行った。最後に、片側MPL群において、歩行動作中の四肢の荷重

分布を評価する目的で、患肢、同側前肢、対側前肢、対側後肢の PVF を対照群

と比較した。 

 

2.2.3. 歩行動作中の関節運動の評価 

歩行動作中の関節運動は、二次元動作分析システム（ICpro-2D, ヒューテック, 

東京）を用いて評価した（図 2-2）。まずは、後肢の関節運動を認識するために、

腸骨翼の頂点、大転子、大腿骨外側顆、腓骨外果、第五基節骨の上に蛍光マーカ

ーを貼付し（図 2-3）、前検討と同じ速度で二次元動作分析システムの前を歩行

させて動画を記録した。次いで、記録した歩行動画から、股関節、膝関節、足根

関節の最大伸展角、最大屈曲角、関節可動範囲（最大伸展角と最大屈曲角の差）

の測定を行った（図 2-3）。各関節角の測定は 3回ずつ行い、その平均値を記録

した。これらの測定値は、対照群、MPL-G2群、MPL-G4群の 3群間で比較を行

った。さらに、第一章で検討した膝蓋骨内方脱臼に罹患した犬の後肢の立位姿勢
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と、本章で得られた結果との関連性を調査する目的で、内反膝の程度と歩行動作

中の各関節角との相関関係も評価した。 

 

2.2.4. 統計解析 

 本検討における測定結果は、中央値および範囲で示した。統計学的解析には、

データ解析ソフト（GraphPad Prism version 6.0 for Macintosh, GraphPad Software 

Inc., San Diego, California, U.S.A.）を使用した。本検討では、2群間の比較に Mann-

Whitney の U 検定を使用した。また、3群間の比較には Kruskal-Wallis 検定を用

い、事後比較として Dunn の多重比較検定を使用した。また、立位姿勢と歩行動

作中の関節運動との相関関係を調査するために、ピアソンの積率相関係数

（Pearson product-moment correlation coefficient）を算出した。本検討では、p<0.05

をもって有意差ありと判定した。 
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図 2-1 歩行動作中の四肢への荷重状態の測定方法 

A）四肢動物用垂直フォースプレート（VFPpro, ヒューテック, 東京） 

B）フォースプレート（青枠）を設置した走路を歩行させることによ

り、四肢の PVF を測定した。 

   

A

第二章：材料および方法

対象症例と動作解析データの収集
症例

B
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図 2-3 関節運動の測定時の蛍光マーカーの貼付位置と測定項目 

 腸骨翼の頂点、大転子、大腿骨外側顆、腓骨外果、第五基節骨の上に

蛍光マーカーを貼付することにより各関節を認識し、股関節、膝関

節、足根関節の最大伸展角、最大屈曲角、関節可動範囲を測定した。  

股関節
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2.3. 結果 

2.3.1. 評価対象 

 本検討では、21頭の犬の合計 32 肢が採用基準に合致した。それらの中で、膝

蓋骨内方脱臼と診断された犬は 18頭であり、罹患肢の合計は 26 肢であった。 

MPL-G2群の診断基準に合致した犬は 12頭であり、合計 12 肢が該当した。犬

種は、チワワと雑種が各 4頭、トイ・プードルが 3頭、柴犬が 1頭であった。性

別は、雄 1頭、去勢雄 3頭、雌 1頭、不妊雌 7頭であった。年齢は、8ヵ月〜11

歳齢の範囲であり、中央値は 3歳齢であった。体重は、1.9〜9.3kg の範囲であり、

中央値は 2.3kg であった。 

MPL-G4群の診断基準に合致した犬は 11頭であり、合計 14 肢が該当した。犬

種は、チワワが 4頭、雑種が 3頭、トイ・プードルが 2頭、柴犬とシェットラン

ド・シープドッグが各 1頭であった。性別は、雄が 1頭、去勢雄が 1頭、雌が 1

頭、不妊雌が 8頭であった。年齢は、9ヵ月〜12歳齢の範囲であり、中央値は 1

歳齢であった。体重は、1.7〜9.6kg の範囲であり、中央値は 2.9kg であった。ま

た、これらの群に含まれる膝蓋骨脱臼の罹患肢を片側MPL群と両側 MPL群に

分けたところ、片側MPL群に該当したのが 9 肢、両側 MPL群に該当したのが

17 肢であった。 

対照群の採用基準に合致した犬は 3頭であり、合計 6 肢が該当した。犬種は、
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全てビーグルであった。性別は、雄が 1頭、雌が 2頭であった。年齢は、4〜7歳

齢の範囲であり、中央値は 6 歳齢であった。体重は、8.2〜9.7kg の範囲であり、

中央値は 9.4kg であった。 

 

2.3.2. 歩行動作中の四肢への荷重状態の評価 

 歩行動作中の荷重状態を各群で比較したところ、MPL-G4 群の患肢における

PVF は、MPL-G2群の患肢および対照群の後肢における PVF と比べ有意に低下

しており、膝蓋骨内方脱臼のグレードが重度化するにつれて低値を示す傾向が

認められた（図 2-4）。 

前肢荷重率を対照群、MPL-G2群、MPL-G4群の 3群間で比較したところ、有

意差は認められなかったが、MPL-G4群では他群と比較してより前傾姿勢で歩行

している傾向が認められた（図 2-5）。また、前肢荷重率を対照群、片側MPL群、

両側 MPL群の 3群間で比較したところ、両側 MPL群では対照群と比較して有

意に前傾姿勢で歩行していることが明らかとなった（図 2-6）。 

 片側MPL群において各肢への荷重分布を評価したところ、片側MPL群の患

肢の PVF は、対照群と比較して有意に低値を示していた（図 2-7）。それに対し、

後肢の対側肢の PVF は有意に高値を示していた（図 2-7）。前肢の PVF は両群

間で有意差は認められなかった。 
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2.3.3. 歩行動作中の関節運動の評価 

 歩行動作中の股関節の関節運動を、MPL-G2 群または MPL-G4 群の患肢と対

照群の後肢で比較したところ、MPL-G4群の最大伸展角は対照群と比較して有意

に高い値を示していた。また、MPL-G4群における股関節の可動範囲も、他群に

比べ高い傾向が認められ、MPL-G2群との比較では有意に高い値を示した。最大

屈曲角は各群間で有意差は認められなかった。本検討では、股関節の関節運動に

関する各測定項目において、対照群と MPL-G2 群の間に有意差は認められなか

った（図 2-8）。 

 歩行動作中の膝関節の関節運動も同様に評価したところ、MPL-G4群の最大伸

展角は他群と比較して有意に低い値を示していた。さらに、MPL-G4群の最大屈

曲角も、MPL-G2群と比較して有意に低い値を示していた。それに対し、膝関節

の可動範囲には各群間で有意差は認められなかった。本検討では、膝関節の関節

運動に関する各測定項目において、対照群と MPL-G2 群の間に有意差は認めら

れなかった（図 2-9）。 

 歩行動作中の足根関節の関節運動の評価では、最大伸展角と最大屈曲角にお

いて各群間で有意差は認められなかった。しかし、MPL-G4群における足根関節

の可動範囲は、他群と比較して有意に高い値を示しており、足根関節を大きく可
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動させながら歩行していることが明らかとなった（図 2-10）。 

 

2.3.4. 立位姿勢と歩行動作中の関節運動との相関 

  立位姿勢での内反膝の指標である大腿骨軸と後肢機能軸のなす角は、股関節

の最大伸展角、股関節の可動範囲、足根関節の可動範囲との間に有意な正の相関

関係が認められた（表 2-1, 2-3）（図 2-11 A, B, D）。一方、大腿骨軸と後肢機能

軸のなす角と膝関節の最大伸展角との間には有意な負の相関関係が認められ、

内反膝が重度になるにつれて膝関節を深く屈曲させて歩行していることが明ら

かとなった（表 2-2）（図 2-11 C）。その他の関節運動においては、内反膝の程度

との間に有意な相関関係は認められなかった。 
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表 2-1 立位での大腿骨軸と後肢機能軸のなす角と股関節の関節運動との相関 

 
＊：有意差あり（p<0.05） 

 
 
 
 
 
表 2-2 立位での大腿骨軸と後肢機能軸のなす角と膝関節の関節運動との相関 

 
＊：有意差あり（p<0.05） 

 
 
 
 
 
表 2-3 立位での大腿骨軸と後肢機能軸のなす角と足根関節の関節運動との相関 

 
＊：有意差あり（p<0.05） 

  

股関節 最大伸展角 最大屈曲角 関節可動範囲

大腿骨軸と
後肢機能軸のなす角(内反膝)

0.75 ＊ -0.31 0.80 ＊

膝関節 最大伸展角 最大屈曲角 関節可動範囲

大腿骨軸と
後肢機能軸のなす角(内反膝)

-0.57 ＊ -0.23 -0.18

足根関節 最大伸展角 最大屈曲角 関節可動範囲

大腿骨軸と
後肢機能軸のなす角(内反膝)

0.06 -0.54 0.61 ＊

股関節 最大伸展角 最大屈曲角 関節可動範囲

大腿骨軸と
後肢機能軸のなす角(内反膝)

0.75 ＊ -0.31 0.80 ＊

膝関節 最大伸展角 最大屈曲角 関節可動範囲

大腿骨軸と
後肢機能軸のなす角(内反膝)

-0.57 ＊ -0.23 -0.18

足根関節 最大伸展角 最大屈曲角 関節可動範囲

大腿骨軸と
後肢機能軸のなす角(内反膝)

0.06 -0.54 0.61 ＊

股関節 最大伸展角 最大屈曲角 関節可動範囲

大腿骨軸と
後肢機能軸のなす角(内反膝)

0.75 ＊ -0.31 0.80 ＊

膝関節 最大伸展角 最大屈曲角 関節可動範囲

大腿骨軸と
後肢機能軸のなす角(内反膝)

-0.57 ＊ -0.23 -0.18

足根関節 最大伸展角 最大屈曲角 関節可動範囲

大腿骨軸と
後肢機能軸のなす角(内反膝)

0.06 -0.54 0.61 ＊
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図 2-4  対照肢または患肢の PVF の比較 

＊：有意差あり（p<0.05） 
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図 2-5 膝蓋骨内方脱臼の重症度による前肢荷重率の比較 

                    

  

第二章：結果

膝蓋骨内方脱臼の重症度による体重分布の比較

0

50

100

150

200

250

300
(%)

1.45 1

1.46 1

12.18
対照群 MPL-G2群 MPL-G4群

前
肢
荷
重
率



 58 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-6 膝蓋骨内方脱臼の発症側による前肢荷重率の比較 

＊：有意差あり（p<0.05） 
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図 2-7 片側性の膝蓋骨内方脱臼の症例における荷重分布 

A）対側前肢 

B）同側前肢 

C）対側後肢 

D）患肢 

＊：有意差あり（p<0.05） 
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図 2-11立位での大腿骨軸と後肢機能軸のなす角と各関節運動との相関図 

A）股関節の最大伸展角との相関図 

B）股関節の可動範囲との相関図 

C）膝関節の最大伸展角との相関図 

D）足根関節の可動範囲との相関図  
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2.4. 考察 

現在までに、膝蓋骨内方脱臼に罹患した症例における歩行動作中の四肢への

荷重状態や体重分布、そして各関節の可動性を客観的に評価した報告は存在し

ない。そこで、本検討にて、床反力計と動作分析装置を用いて膝蓋骨内方脱臼に

罹患した犬の歩行動作を解析したところ、MPL-G4 群の患肢における PVF は、

対照群の後肢と MPL-G2 群の患肢と比較して有意に低く、患肢への荷重が明ら

かに低下していた。さらに、グレード 4 または両側性の膝蓋骨内方脱臼の症例

では、前傾姿勢で歩行する傾向が認められ、両側性の重症例で歩行異常が顕著化

するという成書の記載と一致していた（Schulz, et al., 2019）。また、MPL-G4群の

患肢では、股関節、膝関節、足根関節のいずれの関節運動においても有意な異常

が認められ、後肢に重度な機能障害が生じていることが示唆された。さらに、立

位姿勢での内反膝が重度になるにつれて、歩行動作時における各関節運動へ与

える影響が大きくなることも明らかとなった。 

 正常犬における歩行動作中の各肢への PVF を評価した過去の研究では、犬種

により多少の違いはあるものの、前肢と後肢の PVF はそれぞれ体重の約 110%

と約 70%であり、前肢は後肢の 150%程度の荷重がかかっていたと報告されてい

る（Voss, et al., 2011）。本検討では、対照群の後肢における PVF の平均値は体重

の 63.7%と、Voss らの報告と比較してやや低い傾向が認められた。これは、Voss
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らの報告では大型犬を中心に PVF の測定を実施したのに対し、本検討では 10kg

以下の犬のみを使用したこと、さらに PVF を測定した際の歩行速度が異なって

いてことが、測定結果に影響を及ぼした可能性がある。それでも、MPL-G2群に

おける患肢のPVFの平均値は体重の 53.6%と対照群と比べ低い傾向が認められ、

MPL-G4 群における患肢の PVF の平均値は体重の 21.1%と有意に低い値を示し

た。このように、本検討では、膝蓋骨内方脱臼の重症度に応じて、患肢への荷重

が減少していくことを客観的に示すことができた。 

本検討における対照群と MPL-G2群の前肢荷重率は約 150%と、過去の正常犬

を用いた報告と同様の結果になった（Voss, et al., 2011）。一方、MPL-G4群にお

ける前肢荷重率は約 220%と、顕著な前傾姿勢で歩行していることが明らかにな

った。さらに、対照群、片側 MPL 群、両側 MPL 群で前肢荷重率を比較したと

ころ、対照群と片側MPL群では約 150%であったのに対し、両側MPL群では約

230%と前肢への荷重が有意に増加していた。これらの結果から、グレード 2 ま

たは片側性の膝蓋骨内方脱臼の症例では、歩行動作中の前肢と後肢の荷重分布

に大きな影響が生じないことが示された。一方、グレード 4 または両側性の膝

蓋骨内方脱臼の症例では、歩行時に顕著な前傾姿勢となっており、前肢と後肢の

荷重分布に大きな変化が生じていることを実証することができた。 

 本検討では、片側MPL群において歩行動作中の四肢への荷重分布も調査した。
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その結果、患肢の PVF が対照群と比較して有意に低下していただけでなく、対

側後肢の PVF が有意に増加していた。一方、前肢の荷重には有意な変化が生じ

ていなかったことから、片側性の膝蓋骨内方脱臼の症例では患肢の荷重力の低

下を、頭側方向ではなく対側の後肢に重心を移動させることで補っていること

が示唆された。犬において、片側の前肢もしくは後肢の断脚をした後に静止時の

荷重分布を調査した過去の研究では、断脚肢の対角線上に重心が移動したと報

告されている（Cole, et al., 2017）。しかし、本検討では、静止時でなく歩行動作

中に荷重分布を測定したことや、患肢の荷重力を完全に失っていない症例を選

抜して評価を行ったことが、過去の報告と異なる結果になったのかもしれない。 

 歩行動作中の患肢の各関節運動の解析を行ったところ、MPL-G4群では他群と

比較して多くの項目において有意差が認められたのに対し、対照群と MPL-G2

群の間には全ての項目で有意差は認められなかった。MPL-G4群においては、歩

行中の股関節の最大伸展角が有意に拡大し、可動範囲も有意に広くなっていた。

それに加え、膝関節の最大伸展角と最大屈曲角は有意に縮小していた。さらに、

足根関節の可動範囲も有意に拡大していた。これらの結果から、グレード 4 の

膝蓋骨内方脱臼に罹患した症例では、膝蓋骨の変位による膝関節の伸展障害と、

それに伴う脚長の短縮を股関節が伸展することにより補完しながら歩行してい

ることを客観的に示すことができた。さらに、そのような症例では、膝関節の機
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能障害を股関節と足根関節の可動範囲を広げることで代償しながら歩行してい

ることも明らかにすることができた。 

 本検討では、第一章で評価した膝蓋骨内方脱臼に罹患した犬における立位姿

勢の異常と、歩行動作中の関節運動の関係性についても調査を行った。ヒトで

は、膝関節の変形性関節症の患者において、立位での関節配列の異常が歩行時の

関節運動と相関していることが示唆されている（Kuroyanagi, et al., 2010）。しか

し、筆者が知る限り、犬において立位姿勢と関節運動の関係を調査した報告は存

在していない。本検討では、第一章を参照として内反膝の程度を示す指標に、大

腿骨軸と後肢機能軸のなす角を使用した。第一章でも言及したが、大腿骨軸と後

肢機能軸のなす角が大きくなることは、内反膝すなわち「O脚姿勢」が重度にな

ることを示唆している。本検討においては、「O脚姿勢」が重度になるほど、歩

行動作中に股関節を伸展させ、膝関節をより屈曲させて歩行しているだけでな

く、股関節と足根関節を大きく可動させながら歩行していることが示された。こ

れらの結果から、膝蓋骨内方脱臼に罹患した犬では、起立時に明確な「O 脚姿

勢」を呈する症例ほど、歩行異常も重度化することが明らかとなった。 

 本検討の限界は、対象となった犬の品種が統一できていなかったことである。

歩行動作は犬種によって異なることが予想されるため、今後は犬種を限定した

研究が望まれる。また、本検討では、罹患肢を完全に挙上する程の重症例は除外
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した。そのため、より重度な臨床徴候を呈する症例の歩行動作を解析する必要が

ある。本検討では、グレード 1 および 3 の膝蓋骨内方脱臼の症例は含まれてい

なかったため、膝蓋骨内方脱臼の重症度による傾向を把握するためには、これら

の症例を含めたさらなる検討が必要不可欠である。 

 本検討では、床反力計と動作分析装置を用いることにより、膝蓋骨内方脱臼に

罹患した犬の運動機能を客観的に評価することができた。本検討の結果、グレー

ド 4 の膝蓋骨内方脱臼に罹患している犬では、歩行時に患肢への荷重が低く、

前傾姿勢で歩行する傾向があり、股関節を伸展および膝関節を屈曲させて歩行

している様子を客観的に示すことができた。また、同じ膝蓋骨内方脱臼に罹患し

ている犬でも、グレード 2 とグレード 4 では歩行形態に明らかな差異が認めら

れ、膝蓋骨の変位が重度なほど歩行動作中の荷重と関節運動に与える影響が大

きいことを客観的に示すことができた。 
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第三章 

 

電気生理学的および病理学的手法による罹患筋の病態解析 
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3.1. 緒言 

 現在までに、犬の膝蓋骨内方脱臼の根本的な発生原因は明らかとなっていな

いが、大腿骨や脛骨に生じた変形に起因して膝蓋骨が変位するという説が提唱

されている（Hulse, 1981; Schulz, 2002; Piermattei, et al., 2006）。その説では、大腿

骨頚部の後捻や内反股に伴って大腿四頭筋が変位し、その結果として膝蓋骨が

脱臼するとされている（Piermattei, et al., 2006; Mostafa, et al., 2008）。一方、膝蓋

骨の変位は、大腿四頭筋を構成する内側広筋の過度な内方への牽引に起因して

生じるという説も存在している（Nagaoka, et al., 1995）。実際に、犬で膝蓋骨内方

脱臼の整復手術を行うと、内側広筋に肉眼的な異常を認めることが少なくない。

また、膝蓋骨内方脱臼で認められる骨形態の異常は、変位した大腿四頭筋の持続

的な牽引によって続発して生じる可能性も論じられている（Yasukawa, et al., 

2016）。したがって、膝蓋骨内方脱臼の発生には、大腿四頭筋を含む周囲の軟部

組織が関与している可能性が想定される。しかし、膝蓋骨内方脱臼の罹患筋に生

じている異常と、その病態の関係性を十分に検討した報告は存在しない。 

 過去に、筆者が所属する研究室では、膝蓋骨内方脱臼に罹患した犬の内側広筋

に脂肪変性を伴う筋萎縮が生じていることを、病理組織学的検査によって証明

している（安川, 2015）。しかし、このような筋肉の異常は神経原性である可能性

が低いということを明らかにしたものの、筋原性もしくは廃用性のいずれによ
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って生じているかは判別することができなかった。そのような背景から、膝蓋骨

内方脱臼に罹患した犬の内側広筋に生じている異常の原因を追求するためには、

その他の手法を用いたさらなる研究が必要である。 

筋萎縮の原因を解明するためのひとつの手法として電気生理学的検査があり、

主に針筋電図検査、表面筋電図検査、神経伝導速度検査が実施されている（Bagley, 

2005; Doube, et al., 2009）。それらの中で、針筋電図検査は、単一の筋肉の検査に

使用することができ、犬においても末梢神経疾患と筋疾患の鑑別に用いられて

いる（Villiers, et al., 1998; Vanhaesebrouck, et al., 2012; Shiga, et al., 2017）。そのた

め、膝蓋骨内方脱臼の罹患筋に対し針筋電図検査を行うことができれば、筋萎縮

の原因を解明できる可能性がある。しかし、筆者の知る限り、現在までに膝蓋骨

内方脱臼の症例で認められる筋肉の異常を電気生理学的に調査した報告は存在

しない。したがって、本検討では、電気生理学的検査と病理組織学的検査を組み

合わせることで、膝蓋骨内方脱臼の罹患筋に生じている異常を特定することに

した。 

  そこで、本章では、犬の膝蓋骨内方脱臼の症例の罹患筋に対し針筋電図検査を

実施し、電気生理学的な手法を用いて解析を行った。次いで、電気生理学的な異

常が最も多く検出された筋肉を対象に病理組織学的な評価を行った。さらに、電

気生理学的検査と病理組織学的検査の結果を同時に評価することで、膝蓋骨内
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方脱臼の病態の解明を試みた。  
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3.2. 材料および方法 

3.2.1. 対象症例 

 本検討では、2018 年 10 月から 2021 年 7 月までに日本大学動物病院整形外科

を受診し、整形外科学的検査により、Singleton のグレード分類に基づいて

（Singleton, 1969）、グレード 2 の膝蓋骨内方脱臼（MPL-G2群）またはグレード

4 の膝蓋骨内方脱臼（MPL-G4群）と診断し、外科的な整復手術を行った犬を対

象とした。 

 

3.2.2. 周術期の麻酔プロトコル 

 麻酔薬や鎮痛薬などによる電気生理学的検査への影響を排除する目的で、全

例にて同一の麻酔プロトコルを用いた。前投与薬としてアトロピン（0.04 mg/kg）

（アトロピン硫酸塩注射液 0.5 mg, ニプロ ES ファーマ, 大阪）、メロキシカム

（0.2 mg/kg）（メタカム 2%注射液, ベーリンガーインゲルハイム アニマルヘル

ス ジャパン, 東京）、マロピタント（1 mg/kg）（セレニア, ゾエティス・ジャパ

ン, 東京）を皮下投与した。次いで、フェンタニル（5 μg/kg）（フェンタニル注

射液, 第一三共, 東京）を静脈内投与した。さらに、プロポフォール（3.0〜

6.0mg/kg）（プロポフロ 28, ゾエティス・ジャパン, 東京）の静脈内投与にて導入

し、気管チューブを挿管した後に、イソフルラン（1.5〜2.0%）（イソフル, DSフ
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ァーマアニマルヘルス, 大阪）の吸入麻酔で維持した。術中は、フェンタニル（5

〜10 μm/kg/h）を静脈内持続投与することで鎮痛管理を行った。 

 

3.2.3. 針筋電図検査 

 まずは、膝蓋骨内方脱臼整復術の術中に、内側広筋、大腿直筋、外側広筋を露

出し、肉眼的に各筋肉を同定した（図 3-1）。次いで、目的の筋肉に同心型針電

極（同心針電極, 日本光電工業, 東京）を刺入し、筋電図・誘発電位検査装置（ニ

ューロパック S1,日本光電工業, 東京）を使用して筋電図波形を測定および記録

した（図 3-1）。針筋電図の記録条件は、記録感度を 1〜5mV、掃引を 10ms、周

波数帯域フィルターを 10Hz〜10kHz に設定した。本検討では、得られた筋電図

波形から、刺入電位の振幅と持続時間を計測した（図 3-2）。刺入電位の振幅は、

針電極刺入時に発生した電位における陰性鋭波と陽性鋭波の電位差として測定

した（図 3-2 A）。刺入電位の持続時間は、針電極刺入時に発生した電位の開始か

ら終了までの時間として測定した（3-2 B）。各筋肉における針筋電図の測定は 3

回行い、各測定時に発生した刺入電位の平均値を用いた。さらに、各筋肉におけ

る自発放電の有無を記録し、自発放電が認められた場合には、種類の同定も行っ

た。これらの評価項目は、MPL-G2群と MPL-G4群の 2群間で比較した。 
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3.2.4. 病理組織学的検査 

 膝蓋骨内方脱臼に罹患した犬で生じている筋組織の異常を評価する目的で、

内側広筋解放術を行った部位から内側広筋の一部を採取し、病理組織学的検査

に供した。採取した内側広筋の一部を 10%中性緩衝ホルマリンで固定した後に、

パラフィン包埋し、さらに 5μm で薄切して標本を作製した。本検討では、ヘマ

トキシリン・エオジン（Hematoxylin-Eosin：HE）染色とマッソン・トリクローム

（Masson trichrome：MT）染色を行った。 

  HE 染色は、標本を脱パラフィン処理した後に水洗し、Hematoxylin 液にて核

を染色し、Eosin液にて細胞質などの染色を行った。次いで、純エタノールにて

脱色および脱水を行い、キシレンを用いて透徹処理を施した。HE染色では、筋

肉の基本構造、筋細胞核の数、筋線維の大小不同、筋細胞の空胞変性の有無、間

質内への脂肪浸潤の有無について評価した。これらの所見は、異常の程度によ

り、軽度、中度、重度の 3段階に分類して評価した。 

 MT染色は、標本を脱パラフィン処理した後に、媒染、ワイトゲルトの鉄ヘマ

トキシリン液による染色、媒染を順に行った。次いで、1%オレンジ G液、ポン

ソ、リンタングステン酸水溶液、アニリン青の順に染色を行った。さらに、純エ

タノールにて脱色および脱水を行い、キシレンを用いて透徹処理をした。MT染

色では、青染される膠原線維の有無により、間質内への膠原線維の浸潤の程度を
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評価した。 

最後に、針筋電図検査で得られた結果と、病理組織学的検査で得られた異常所

見の程度との相関関係を評価した。 

 

3.2.5. 統計解析 

 本検討における測定結果は、中央値および範囲で示した。統計学的解析には、

統計処理ソフト（GraphPad Prism version 6.0 for Macintosh, GraphPad Software Inc., 

San Diego, California, U.S.A.）を使用した。各群間の比較には、Mann-Whitney の

U 検定を使用した。電気生理学的検査と病理組織学的検査の結果の相関関係を

調査するために、ピアソンの積立相関係数（Pearson product-moment correlation 

coefficient）を算出した。本検討では、p<0.05 をもって有意差ありと判定した。 
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図 3-1 術中における針筋電図検査の方法 

膝蓋骨内方脱臼整復術の術中に、内側広筋、大腿直筋、外側広筋を露

出し、肉眼的に各筋肉を同定した。次いで、目的の筋肉に同心型針電

極を刺入し、筋電図・誘発電位検査装置を使用して筋電図波形を測定

および記録した。  
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3.3. 結果 

3.3.1. 対象症例 

 本検討では、22 頭の犬の合計 25肢が採用基準に合致した。MPL-G2群の診断

基準に合致した犬は 11 頭であり、合計 12肢が該当した。犬種は、トイ・プード

ルが 5 頭、ヨークシャー・テリアと雑種が各 2 頭、ペキニーズ、ボストン・テリ

アが各 1 頭であった。性別は、雄が 1 頭、去勢雄が 3 頭、雌が 1 頭、不妊雌が 6

頭であった。年齢は、9 ヵ月〜8 歳齢の範囲であり、中央値は 2 歳齢であった。

体重は、1.7〜7.3kg の範囲であり、中央値は 3.1kg であった。 

MPL-G4群の診断基準に合致した犬は 11 頭であり、合計 13肢が該当した。犬

種は、チワワが 3 頭、ポメラニアン、柴犬、雑種が各 2 頭、トイ・プードル、ヨ

ークシャー・テリアが各 1 頭であった。性別は、雄が 1 頭、去勢雄が 3 頭、雌が

2 頭、不妊雌が 5 頭であった。年齢は、8ヵ月〜12歳齢の範囲であり、中央値は

1歳齢であった。体重は、1.7〜9.3kg の範囲であり、中央値は 2.5kg であった。 

 

3.3.2. 針筋電図検査 

内側広筋、大腿直筋、外側広筋の刺入電位の振幅を MPL-G2群と MPL-G4群

で比較したところ、いずれの筋肉においても両群間に有意差は認められなかっ

た（図 3-3）。また、刺入電位の持続時間も同様に、いずれの筋肉においても、
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MPL-G2群と MPL-G4群との間に有意差は認められなかった（図 3-4）。しかし、

MPL-G4群の内側広筋においては、MPL-G2群と比較して刺入電位の振幅が低く、

持続時間が短縮している傾向が認められた（図 3-3 A, 3-4 A）。 

 MPL-G2群においては、内側広筋、大腿直筋、外側広筋のいずれにおいても自

発放電は認められなかった（表 3-1）。それに対し、MPL-G4 群においては、内

側広筋の 30%、大腿直筋の 10%、外側広筋の 10%に自発放電が認められた（表 

3-1）。また、MPL-G4群で認められた自発放電はすべて線維自発電位であった（図 

3-5）。 

 

3.3.3. 病理組織学的検査 

 本検討では、電気生理学的検査において最も多く異常が認められた内側広筋

を病理組織学的検査の対象として使用した。HE 染色による評価では、MPL-G4

群において、筋細胞核の増加、筋線維の大小不同、筋細胞の空胞変性が、MPL-

G2 群と比較してより多く生じている傾向が認められた（図 3-6）（表 3-2）。特

に、筋細胞核の増加と筋線維の大小不同の所見は、MPL-G4群のそれぞれ 92.3%、

84.6%とほとんどの症例に認められた。さらに、MPL-G4群においては全ての症

例で間質への脂肪浸潤が認められ、MPL-G2群と比較して有意に高い割合で生じ

ていた（図 3-6）（表 3-2）。しかし、本検討では、筋原性筋萎縮を示す異常所見
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である筋線維の壊死、再生、炎症を示す所見は、いずれの群においても認められ

なかった（表 3-2）。また、神経原性筋萎縮に特徴的な異常所見である群萎縮や

小角化線維も、全例で認められなかった（表 3-2）。 

MT 染色による評価では、MPL-G2 群の 18.1%、MPL-G4 群の 46.2%において

間質への膠原線維の浸潤が認められた（図 3-7）（表 3-2）。 

 最後に、内側広筋の電気生理学的検査所見と病理組織学的検査所見の相関関

係を検証したところ、刺入電位の振幅と病理組織学的検査で認められた各異常

所見との間に有意な相関は認められなかった。一方、刺入電位の持続時間につい

ては、病理組織学的検査で認められた筋細胞核の増加および間質への脂肪浸潤

の程度との間に、有意な負の相関関係が認められた。その他の項目には、両検査

所見の間に有意な相関関係は認められなかった（表 3-3）。 
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表 3-1 針筋電図検査における自発放電の発生率 

 

 
 

 

  

MPL-G2群 MPL-G4群

内側広筋 0% 30%

大腿直筋 0% 10%

外側広筋 0% 10%

．．
 

□
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表 3-2 膝蓋骨内方脱臼の症例における内側広筋の病理組織学的検査所見 

 
＊：有意差あり（p<0.05） 

  

MPL-G2群 MPL-G4群

筋細胞核の増加 63.6% 92.3%

筋線維の大小不同 63.6% 84.6%

筋細胞の空胞変性 27.2% 38.4%

間質への脂肪の浸潤 63.6% 100.0%＊

間質への膠原線維の浸潤 18.1% 46.2%

筋線維の壊死・再生 0% 0%

筋線維の炎症 0% 0%

群萎縮 0% 0%

小角化線維 0% 0%
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表 3-3 針筋電図検査所見と病理組織学的検査所見の相関係数 

 

＊：有意差あり（p<0.05） 

 

   

刺入電位の振幅 刺入電位の持続時間

筋細胞核の増加 -0.11 0.69＊

筋線維の大小不同 0.10 -0.54

筋細胞の空胞変性 -0.39 -0.18

間質への脂肪浸潤 -0.19 0.66＊
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図 3-5 MPL-G4群で認められた線維自発電位 

  

MPL-G2 MPL-G4

縫工筋 0% 0%

内側広筋 0% 30%

大腿直筋 0% 10%

外側広筋 0% 10%

．．
 

□
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図 3-6 内側広筋における病理組織学検査所見（HE染色） 

A）MPL-G2群で認められた軽度な筋細胞核の増加 

B）MPL-G4群で認められた重度な筋細胞核の増加（矢印） 

C）MPL-G2群で認められた軽度な筋細胞内の空胞変性 

D）MPL-G2群で認められた重度な筋細胞内の空胞変性（矢印） 

E）MPL-G2群で認められた軽度な筋線維の大小不同 

F）MPL-G4群で認められた重度な筋線維の大小不同（矢印） 

G）MPL-G2群で認められた軽度な間質への脂肪浸潤 

H）MPL-G4群で認められた重度な間質への脂肪浸潤（矢印） 

A B

C D

MPL-G2群 MPL-G4群

20μm
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E F
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図 3-7 内側広筋における病理組織学検査所見（MT染色） 

A）MPL-G2群で認められた間質への軽度な膠原線維の浸潤（矢印） 

B）MPL-G4群で認められた間質への重度な膠原線維の浸潤（矢印） 

  

A B

200μm200μm
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3.4. 考察 

 本検討では、膝蓋骨内方脱臼に罹患した犬において針筋電図検査を行うこと

により、その重症化に伴って内側広筋に電気生理学的な異常が多く発生してい

ることが明らかになった。また、内側広筋の病理組織学的検査では、膝蓋骨内方

脱臼の重症度に応じて脂肪変性や筋萎縮が高率で生じていた。さらに、内側広筋

における電気生理学的検査と病理組織学的検査の一部の異常所見には、有意な

相関関係が認められた。 

  膝蓋骨内方脱臼に罹患している犬の内側広筋で生じる筋萎縮の原因は不明で

あり、神経原性、筋原性、廃用性のいずれに起因しているのかは明確になってい

ない。そのため、本検討では、膝蓋骨内方脱臼の病態への関与が指摘されている

大腿四頭筋にて電気生理学的検査を行うことで、罹患筋に生じている異常の原

因を追求した。本検討では、膝蓋骨内方脱臼整復術の術中に筋肉を同定すること

で、大腿四頭筋群を構成する内側広筋、大腿直筋、外側広筋を正確に識別するこ

とができた。また、各筋肉に針電極を直接刺入して皮膚や皮筋の影響を排除する

ことにより、特異性の高い結果を得ことができた。本検討においては、MPL-G4

群では内側広筋のみで、MPL-G2群と比べ刺入電位の振幅が低下していた。また、

MPL-G4群の内側広筋では、MPL-G2群と比較して刺入電位の持続時間が短縮す

る傾向が認められた。これらの結果は、MPL-G4群の内側広筋における筋線維の
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減少や密度の低下を反映しており、筋萎縮がより重度であることを示唆してい

た（関口ら, 2017）。 

各筋肉の自発放電の有無を確認したところ、MPL-G4群において、内側広筋の

30%、大腿直筋の 10%、外側広筋の 10％に自発放電が認められた。一方、MPL-

G2群では全ての症例で自発放電は検出されなかった。これらの結果から、膝蓋

骨内方脱臼が軽度な段階では大腿四頭筋に電気生理学的な異常は生じておらず、

膝蓋骨内方脱臼が重度化するに従って電気生理学的な異常が生じる割合が高く

なることが示された。さらに、そのような電気生理学的な異常は、内側広筋でよ

り高率で認められることが明らかとなった。本検討において、MPL-G4群で認め

られた自発放電は全て線維自発電位であった。線維自発電位は、脱神経筋で認め

られる特徴的な自発放電のひとつである（Thornton, et al., 2012）。しかし、最近

では、筋原性筋萎縮においても認められることが報告されている（Sanchez, et al., 

2018）。したがって、線維自発電位の存在だけで、神経原性筋萎縮と筋原性筋萎

縮を鑑別することはできなかった。しかし、本検討で自発放電が認められた症例

は全てグレード 4 の膝蓋骨内方脱臼に罹患しており、さらに発症から長期間を

経ている症例のみであった。したがって、脱神経や筋疾患が内側広筋を中心とす

る大腿四頭筋に異常を引き起こしたのではなく、膝蓋骨内方脱臼が重度化およ

び長期化した結果として線維自発電位を発する状態へと移行していった可能性
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が示唆された。 

 本検討における病理組織学的検査は、針筋電図検査において多くの異常が認

められた内側広筋を対象として実施した。病理組織学的な評価では、MPL-G4群

において、筋細胞核の増加、筋線維の大小不同、筋細胞の空胞変性、間質への脂

肪および膠原線維の浸潤が高率に認められた。これらの結果から、グレード 4 の

膝蓋骨内方脱臼に罹患した症例の内側広筋では、より重度な脂肪変性を伴う筋

萎縮が生じていたことが明らかとなった。本検討では、神経原性筋萎縮に特異的

な群萎縮や小角化線維は認められなかった（McKerrell, et al., 1986; Morgan, et al., 

2013）。さらに、筋原性疾患に特徴的な筋線維の壊死、再生、炎症といった所見

も認めらなかった（西野, 2011; Shiga, et al., 2018）。これらの病理組織学的所見か

ら、膝蓋骨内方脱臼の内側広筋に生じていた筋萎縮は、神経原性もしくは筋原性

によるものではなく、廃用性の変化である可能性が高いことが示唆された。 

 針筋電図検査で得られた刺入電位の波形と病理組織学的検査所見との相関

関係を検討したところ、筋細胞核の増加や脂肪浸潤の程度が重度になるにつれ

て、刺入電位の持続時間が有意に短縮していくことが明らかとなった。本検討で

は、膝蓋骨内方脱臼に罹患している犬の内側広筋において、病理学的な異常が重

度化するに伴い、筋肉の電気生理学的な活動にも影響を与えることを初めて実

証することができた。 
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本検討にはいくつかの限界がある。まず、比較的少数の小型犬のみを対象とし

ていることである。そのため、さらに頭数や犬種を増やして検討を重ねる必要が

ある。また、筋原性筋萎縮と廃用性筋萎縮を確実に鑑別するためには、ATPase な

どによる免疫染色や特異的な mRNA の発現を確認するなどにより詳細な検討を

行う必要がある（Nakamura, et al., 1992; 西野, 2011; 安川, 2015）。本検討では、

グレード 1 と 3 の膝蓋骨内方脱臼の症例が含まれていなかったことから、本疾

患の重症度による傾向を明確にするためには、これらの症例を含めた検証が必

要不可欠である。 

 本検討を行ったところ、膝蓋骨内方脱臼に罹患した犬の内側広筋では萎縮と

変性が認められ、それらが重症化するに伴い電気生理学的な異常も増加してい

た。これらの結果を同時に評価することにより、膝蓋骨内方脱臼に罹患した犬の

内側広筋に生じる異常は神経原性もしくは筋原性で生じている可能性は低く、

膝蓋骨の変位に伴う大腿四頭筋の機能障害に続発する廃用性の筋萎縮である可

能性が示唆された。本検討より、膝蓋骨が内方に変位することによる内側広筋の

緊張の低下が変性を招き、続発して筋萎縮が生じることで膝蓋骨の内方への牽

引が増強されるという仮説の一部を立証することができた。 
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本研究では、膝蓋骨内方脱臼に罹患した犬において、自然立位 CT 撮影という

新たな手法を用いて後肢の骨形態と立位姿勢を客観的に評価した。次いで、膝蓋

骨の変位が、犬の歩行動作中の荷重および関節運動に与える影響を運動機能解

析装置で調査した。さらに、膝蓋骨内方脱臼の症例の罹患筋において電気生理学

的検査と病理組織学的検査を行い、膝蓋骨内方脱臼の病態機序の一端を解析す

るとともに、それらの異常が姿勢と歩行に及ぼす影響を検証した。 

 第一章では、自然立位 CT 撮影という新たな手法を用いて、大腿骨および脛骨

の形態と、膝蓋骨の変位により生じる後肢の立位姿勢の変化を客観的に評価し

た。その結果、グレード 4 の膝蓋骨内方脱臼に罹患した犬では大腿骨と脛骨に

明らかな変形が認められた。一方、グレード 2 の症例では有意な骨形態の変化

は生じておらず、過去の報告と一致する結果となった（Yasukawa, et al., 2016）。

後肢の立位姿勢の評価では、グレード 4 の膝蓋骨内方脱臼に罹患した犬では、

股関節角、膝関節角、足根関節角に有意な変化を生じていただけでなく、大腿骨

外旋角および大腿骨外転角、脛骨回旋角、中足骨回旋角が有意に変化し、大腿骨

軸と後肢機能軸のなす角および膝関節外方開角の拡大を伴う内反膝および Toe-

in 姿勢を呈していた。また、グレード 2 の膝蓋骨内方脱臼に罹患した犬におい

ても、膝蓋骨が脱臼した状態では股関節角と脛骨回旋角が有意に変化し、内反膝

および Toe-in の姿勢を呈していた。これらの結果から、グレード 4 の膝蓋骨内
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方脱臼に罹患した犬では有意な骨変形が認められただけでなく、後肢の有意な

立位姿勢異常も呈していた。また、グレード 2 の膝蓋骨内方脱臼に罹患した犬

では有意な骨変形は生じていないにも関わらず、膝蓋骨が内方に変位すること

で姿勢異常を呈することを客観的に示すことができた。興味深いことに、グレー

ド 2 の膝蓋骨内方脱臼の症例において膝蓋骨が整復された状態では、正常な犬

と比較して、いずれの検討項目においても有意差が認められなかった。このこと

から、軽度な膝蓋骨内方脱臼の症例では、膝蓋骨が正しい位置にあれば、後肢の

立位姿勢を正常に維持できることが示唆された。このように、自然立位 CT 撮影

は、膝蓋骨内方脱臼に罹患した犬の立位姿勢を客観的に評価するのに有用であ

った。 

第二章では、床反力計と動作分析装置を用いて、膝蓋骨内方脱臼に罹患した犬

の歩行動作中における各肢への荷重と関節運動を客観的に解析し、膝蓋骨が内

方へ変位することによる歩行動作への影響を検討した。本検討では、グレード 4

の膝蓋骨内方脱臼の患肢における PVF は、正常犬の後肢やグレード 2 の膝蓋骨

内方脱臼の患肢における PVF と比べ有意に低く、最も低い値を示していた。こ

の結果から、膝蓋骨内方脱臼が重症化するに伴い患肢への荷重が明らかに低下

することが示唆された。さらに、グレード 4 または両側性の膝蓋骨内方脱臼の

症例では、前肢への荷重率が高く、前傾姿勢で歩行している傾向が認められた。
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さらに、片側性の膝蓋骨内方脱臼の症例においては、患肢への荷重が有意に低下

するだけでなく、対側の後肢への荷重率が有意に高くなる歩行形態を呈してい

た。また、歩行動作中の関節運動を解析したところ、グレード 4 の膝蓋骨内方脱

臼に罹患している犬では、有意に股関節を伸展および膝関節を屈曲させながら

歩行しているだけでなく、股関節と足根関節を大きく可動させることで膝関節

の機能障害を代償して歩いていることが明らかとなった。一方、グレード 2 の

膝蓋骨内方脱臼の犬では、正常な犬と比較して歩行時における患肢の関節運動

に差は認められなかった。本検討の結果から、同じ膝蓋骨内方脱臼に罹患してい

る犬でも、グレード 2 とグレード 4 では歩行形態に明らかな差異が認められ、

膝蓋骨の変位が重度なほど歩行動作中の荷重と関節運動に与える影響が大きい

ことを客観的に示すことができた。さらに、第一章で検討した立位での内反膝の

程度は、歩行動作中の股関節と足根関節の関節運動と正の相関関係が、膝関節の

関節運動と負の相関関係が認められ、膝蓋骨内方脱臼で生じる立位姿勢におけ

る「O 脚姿勢」が重度化するにつれて、歩行異常が重症化することも明らかにし

た。 

 第三章では、膝蓋骨内方脱臼の症例の罹患筋において電気生理学的検査と病

理組織学的検査を行うことにより、膝蓋骨内方脱臼の病態の解明を試みた。膝蓋

骨内方脱臼の症例の内側広筋において針筋電図検査を行ったところ、グレード 4
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の症例では、刺入電位の振幅が低下し、持続時間も短縮している傾向が認められ

た。また、グレード 4 の症例における内側広筋の 30%、大腿直筋の 10%、外側

広筋の 10%で線維自発電位が認められた。一方、グレード 2 の症例では、いず

れの筋肉においても自発放電は認められなかった。内側広筋の病理組織学的検

査を行ったところ、両群ともに、筋細胞核の増加、筋線維の大小不同、筋細胞の

空胞変性、間質への脂肪または膠原線維の浸潤が認められた。その程度はグレー

ド 4 の症例でより重度な傾向があった。また、これらの病理組織学的な異常所

見の一部が重度であるほど、刺入電位の持続時間が有意に短縮していた。これら

の電気生理学的検査と病理組織学的検査の結果から、膝蓋骨内方脱臼に罹患し

た犬の内側広筋では変性と萎縮が認められ、それらが重症化するに伴い電気生

理学的な異常も増加していた。また、これらの検査結果は、内側広筋の萎縮が神

経原性や筋原性で生じている可能性が低いことを示唆していた。 

本研究では、膝蓋骨が内側に変位することで内側広筋を含む大腿四頭筋の内

方への変位が生じ、後肢の立位姿勢に影響を与えるだけでなく、内側広筋に脂肪

変性を伴う筋萎縮が生じることを実証した。さらに、膝蓋骨の内方への変位が恒

久化することで膝関節の運動障害が重度化し、内側広筋を中心とした大腿四頭

筋の不使用によって廃用性筋萎縮が進行することで、さらに膝蓋骨の内方への

牽引が増強され骨変形を招くという仮説の一部を立証できた。 
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 本研究では、膝蓋骨内方脱臼に罹患した犬における立位姿勢の異常を客観的

に示すことができ、膝蓋骨の変位が歩行動作中の荷重と関節運動へ与える影響

も明らかにした。さらに、電気生理学的および病理学的手法を用いることで、膝

蓋骨内方脱臼に罹患した犬の内側広筋で生じている病態の一端を解明し、その

姿勢および歩行動作への影響も明らかにすることができた。本研究は、犬の膝蓋

骨内方脱臼の病態の理解に貢献できるだけでなく、治療戦略の構築にも役立つ

可能性が高い。 
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